
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業番号 331

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（総務省）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 総務省自治行政局

対策の柱立て（中区分） ２．地域の特色を生かした地域活性化

対策の柱立て（小区分①）
（３）農業の体質強化など地域の特色を生かした地域経済の活性化と住み
よい地域の構築の加速

担当課 地域政策課

対策の柱立て（小区分②）

対策における施策の名称 地方公共団体を核とした地域経済循環の創出による地域活性化等

（事業名） 地域の経済循環の創造及びICTを活用した電子自治体の推進 新規/既存 ■新規　　　□既存

平成24年度補正予算額

64億円
（①地方公共団体を核とした地域経済循環の創出：25.0億円
②地域経営型包括支援クラウドの構築：10.0億円
③過疎集落等の自立再生への支援：15.0億円
④地方公共団体における情報連携プラットフォームの構築:13.9億円）

一般会計/特別会計
（特会の場合には名称も記

載）
　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

①地方公共団体が核となって進める地域資源を活かした事業化の取組に係る資金面等での支援等（地方公共団体に交付金を交付等）
②国民サービスの向上及び官民を通じた業務の効率化を図るための様々な主体が活用できる新たなシステムインフラの整備（地方公共団体等
に委託）
③住民の一体性がある地域単位で集落外の組織と連携しながら、集落を維持・活性化するために総合的に取り組む事業等への支援（地方公共
団体に交付金を交付）
④各地方公共団体で情報連携プラットフォームを構築し分野横断的な情報連携を推進するための、当該プラットフォームのソフトウエアに係る調
査、設計・開発（調査、設計・開発業務を民間事業者等に委託）

実施方法 　□直接実施　　■委託・請負　　□補助金　　□負担金　　■交付金　　□貸付金　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

地方公共団体への交付金については、事業内容等について事前に周知するなどして、早期に交付決定できるように工夫をしている。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

①-１：http://www.soumu.go.jp/main_content/000215889.pdf
①-４：http://www.soumu.go.jp/main_content/000218434.pdf
④http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei07_02000012.html

①地方公共団体を核とした地域経済循環の創出：交付決定済額、契約額（目標：25.0億円）
②地域経営型包括支援クラウドの構築：契約額（目標：10.0億円）
③過疎集落等の自立再生への支援：交付決定済額（目標：15.0億円）
④地方公共団体における情報連携プラットフォームの構築:契約額（13.9億円）

地域経済循環創造事業及び過疎集落等の自立支援事業に着手する自治体の増加による地域の活性化（自治体数：140団
体程度）

①-１：地方公共団体を核とした地域経済循環創造事業
平成２４年度中に一部交付決定（18団体）済、平成２５年６月上旬に第２次交付決定予定（類型C　6月1日時点で18地方公
共団体において契約等済）
①-２：起業家誘致・人材サイクル事業
平成２５年６月～７月にかけて公募予定
①-３：人材力向上共用データ活用プロジェクト
平成２５年６月～７月にかけて公募予定
①-４：「域学連携」地域活力創出モデル実証事業
平成２５年４月にモデル実証団体（16団体）決定済（類型C　6月1日時点で16地方公共団体において契約等済）
②地域経営型包括支援クラウドの構築
平成２５年３月に委託先決定済
③過疎集落等の自立再生への支援
平成２５年３月に全額（152団体）交付決定済（類型C　6月1日時点で104地方公共団体において契約等済）
④地方公共団体における情報連携プラットフォームの構築
類型D　6月1日時点で調査について、既に契約済。
調査を踏まえ、設計・開発するソフトウエアの
調達仕様書を策定予定。 国 
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